


⑦消耗品
居室で使用する、ティッシュペーパーや
歯ブラシ・歯磨き粉など。

⑧嗜好品
好きなお菓子や飲み物を買ってきてもらっ
たり、施設に売りに来るパン等を購入した時。

⑨理美容代
施設に理容師・美容師の方が来てくれます。
カットだけでなく、髭剃り・パーマ
毛染めもしてもらえます。

介護保険の自己負担割合について

① 介護保険の自己負担分

上の表は所得に応じて定められた自己負担割
合が１割の方の表になります。自己負担割合は
1・2・３割の３段階に分かれています。

月額利用料以外にかかる費用のうち、一番金
額が大きいのは介護保険サービスの自己負担額
になります。
介護保険で「特定施設」として都道府県から指
定を受けた施設では、「特定施設入居者生活介
護」という介護サービスを受けることができま
す。これは介護付き有料老人ホームや特定施設
の指定を受けた一部のサービス付き高齢者向け

※１単位10 円の地域の場合

介護度 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

自己負担額1割場合 5,460円 9,330円 16,140円 18,120円 20,220円 22,140円 24,210円

単位/月 5,460単位 9,330単位 16,140単位 18,120単位 20,220単位 22,140単位 24,210単位

出典：『介護報酬の算定構造（令和３年４月施行版）』（厚生労働省）

介護保険の払い戻し制度（高額介護サービス費）

介護保険認定を受けると、定められた負担
割合で介護サービスを利用できます。この自
己負担の上限額を定めたのが、高額介護サー
ビス費です。毎月の負担上限額を超えた分は、
申請することで還付されます。
右の表は所得別の負担上限額を示したもので
す。（世帯）とは世帯合算が可能という意味
で、個人では上限を超えていなくても、同じ
世帯に介護サービス利用者が複数がいれば合
算して申請ができます。夫婦2人とも介護認
定を受けていて、合算利用額が右表の負担上
限額を上回れば、超えた分が払い戻されます。

薬局との契約
今まで飲んでいた薬や、
往診の先生が指示した薬は
施設に届けてくれます。
薬局に取りに行く必要はありません。

③水光熱費
管理費の中に含まれている施設が多数で
す。施設によっては、各部屋にメーターが
付いており使用した分だけ支払う施設や
定額を支払う施設もあります。

④寝具レンタル費
管理費の中に含まれている施設が多数
ですが、月額で3,000円～5,000円位で
レンタルする施設もあります。施設の寝
具を使用するメリットは、汚れてしまっ
ても直ぐに取り換えてもらえることです。

②医療費
往診の先生との契約をすると、施設内で
月２回の受診と健康管理を行ってくれます。
夜間の緊急対応も行ってくれます。

⑤レクレーション費
基本的には無料。陶芸・フラワーアレンジメ
ントなどの材料費、外出レクの入館料や食事代

などは有料です。施設により毎
月1,000円程積立し、誕生会や
大きなイベントなどに利用する
施設もあります。

⑥介護用品（車椅子・歩行器など）
住宅型では介護保険を利用し車椅子や歩
行器・居室の手すりなどが借りられます。
介護付では管理費に含まれる場合が多いで
すが、施設によって自費になる場合もあり
ます。他にオムツやリハパンなども自費に
なります。詳細は見学時にご確認ください。

◇ 高額医療・高額介護合算療養費制度
高額医療・高額介護合算療養費制度とは、
医療保険と介護保険における1年間（毎年8月
1日から始まり翌年7月31日まで）の医療保
険と介護保険の自己負担の合算額が著しく高
額であった場合に、自己負担額を軽減する制
度です。右の表は70歳以上の方がいる世帯の
限度額の例になります。 申請をすることに
よって限度額以上の負担額の一部が払い戻さ
れます。負担上限額などの計算方法にはいろ
いろ条件があります。詳細はお住いの自治体
へお問い合わせください。

所得区分 総所得金額等 医療保険＋介護保険

901万円超 212万円

600万円～901万円以下 141万円

210万円～600万円以下 67万円

210万円以下 60万円

34万円

上位所得者

一般

住民税非課税世帯

合算した場合の限度額（年額）　毎年8月から翌年7月まで

厚生労働省HPより

月額利用料以外にかかる費用

住宅型有料老人ホームや特定施設でないサ高住
で介護保険を利用する場合、自宅で訪問介護や
デイサービスを利用するのと同じように、介護

度と地域によって上限額が決まっている
介護保険サービスを利用します。特定施
設と違って介護サービスは利用した分だ
け支払う仕組みです。一部の住宅型老人
ホームでは別途生活サポート費がかかる
場合があります。

介護保険サービスを利用した場合、原則自己
負担割合は１割ですが、定められた所得がある
高齢者については自己負担割合が２割もしくは
３割になります。
負担割合は「前年の年金収入＋その他の所得」
から「各種控除や必要経費など」を差し引いた
金額により決まります。遺族年金と障害者年金
については所得と見なされません。例えば、65
歳以上の一人暮らしの方で「年金収入＋その他
の所得額」が年間340万円以上ある場合は３割
負担に、280万円以上340万円未満の場合は、
２割負担になります。

住宅で、食事や入浴の介助をはじめと
するさまざまな日常生活サポートサービ
スを受けられます。月々の介護サービス
費は料金が定額となっているので、どれ
だけサービスを受けても費用は変わりま
せん。下の表は介護度によって定額で支
払う金額の例になります。介護保険の負
担額は地域や施設で受けられるサービス
の違いにより多少変わります。

2 3

　 負担の上限額(月額） 

140,100円(世帯)　　

93,000円(世帯)　　

44,400円(世帯)　　

24,600円(世帯)　　

24,600円(世帯)　　
15,000円(個人)　　

15,000円(世帯)　　

厚生労働省HP資料より

前年の公的年金等収入金額+その他の合計所得金額

の合計が80万円以下の方等

 生活保護を受給している方等

区　　　分

 課税所得 690万円(年収約1,160万円)以上

 課税所得 380万円(年収約770万円)～課税所得690万円

　(年収約1,160万円)未満

 世帯の全員が市町村民税非課税

市町村民税課税～課税所得380万円(年収約780万円)未満

　ご夫婦の場合は「年金収入＋ほかの所
得額」の合計が年間346万円以上で２割、
463万円以上で３割負担になります。
一世帯に65歳以上の方が何人いるかに
よって、保険料負担割合は異なります。
　自己負担割合が１～３割のどれに該当
するかは、毎年７月に「介護保険負担割
合証」が送られてきて確認ができます。




